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いうものです．宇宙の 150 億年の歴史を，1 年 365 日のカレンダーで表すと，元旦の最初の 1 秒
にビッグバンによって宇宙が誕生し，9 月半ばに太陽や地球が生まれ，地球上に恐竜が現れるの
はクリスマス・イブ，人類の登場は 12 月 31 日大晦日の午後 10 時 30 分ぐらいですが，人類の歴
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」という世代間公平に関する原則です．この世代間公平に
関する原則の意味を解説して，専門家は，「現在の世代は将来の世代のために環境資源の信託を
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受けている






















任などを掲げています（第 9 条！）．宣言がユネスコ総会で採択されたのは，1997 年の 11 月 11
日だったのですが，この日付というのは意識的であったろうと，私は考えています．と言うの
も，11 月 11 日というのは─学生に聞くと必ず「ポッキーの日」と答えるのですが─，世界的に



























法─ atomfreies Österreich，英語で言えば atomfree Austria に関する憲法─が制定されたばか
りでした．オーストリアの憲法の仕組みを説明する余裕はありませんが23，この非核憲法は，第


































権は 20 歳からですし，また一人前の大人として契約を単独で結んだりすることができるのも 20
歳からですので，それを決めている公職選挙法や民法を改正して，整合性を図る必要がありま
す．その宿題を 3 年後の 2010 年までに仕上げなさい，仕上がるまでは国民投票も選挙権と同じ
く 20 歳からとしておきます，ということになっていたわけです．
　ところが，憲法改正問題は事実上後景に退いていたことや，国民の意識も，成年年齢の引き下
げには当の 18 歳，19 歳の若者達も含めて反対が多い26 ことなどから，3 年後の 2010 年どころか，























　さて，2012 年 4 月 27 日，自民党は─当時はまだ民主党政権で，自民党は野党だったわけです
が─「日本国憲法改正草案」を発表しています．2012 年 4 月 27 日というのは，60 年前の 1952
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15　中日新聞（東京新聞）は，2012 年 8 月，「東日本大震災と福島第一原発事故後の 8 月は，戦争と原発
に向き合う月になりました」として，「戦争と原発に向き合う」と題した社説シリーズを連載しまし
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